
２０２５／０５／１２　１２：０９　現在の情報です。 
　 
　東京都千代田区神田練塀町３番地 
　東京センチュリー株式会社 
 
┏━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 
┃会社法人等番号　│　０１０４－０１－０１５８２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃商　号　　　　　│　東京センチュリーリース株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京センチュリー株式会社　　　　　　　　　　│平成２８年１０月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２８年１０月　３日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃本　店　　　　　│　東京都千代田区神田練塀町３番地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼───────────────────────┬─────────────┨ 
┃電子提供措置に関│　当会社は株主総会の招集に際し、株主総会参考　│令和　４年　９月　１日設定┃ 
┃する規定　　　　│　書類等の内容である情報について、電子提供措　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　置をとるものとする。　　　　　　　　　　　　│令和　４年　９月　６日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┼─────────────┨ 
┃公告をする方法　│　電子公告とする　　　　　　　　　　　　　　　│平成２８年１０月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｔｏｋｙｏｃｅｎｔ　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ｕｒｙ．ｃｏ．ｊｐ／ｊｐ／ｉｒ／ｋｏｕｋｏ　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ｋｕ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　事故その他のやむを得ない事由によって電子公　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　告による公告をすることができない場合は、日　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　本経済新聞に掲載して行う。　　　　　　　　　│平成２８年１０月　３日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃会社成立の年月日│　昭和４４年７月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃目　的　　　　　│　　（１）コンピューター、輸送機器、産業機械、医療機器、その他各種動産、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　不動産および権利の賃貸借、割賦販売、売買ならびにその仲介業　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）金融業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）損害保険代理業ならびに自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）生命保険の募集に関する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）有価証券の保有、運用、管理および売買　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）株式未上場企業への投資、融資、債務保証および経営指導　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（７）各種工事の設計、施工、据付、修理ならびに解体請負業　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（８）業務請負および業務受託に関する事業　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（９）集金の代行業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１０）介護保険法に基づく福祉用具の販売およびレンタル業　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１１）介護保険法に基づく居宅介護支援事業　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１２）在宅介護サービスに関する業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１３）第二種金融商品取引業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１４）電力を始めとするエネルギーの供給・売買・仲介等に関する事業　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１５）ホテルおよび旅館の経営に関する事業　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１６）前各号に附帯または関連する一切の事業　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　６月２２日変更　　令和　２年　７月　３日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃単元株式数　　　│　１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　普通株式　　　　　　　１００株　　　　　　　│令和　６年　６月２４日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　第１回社債型種類株式　１００株　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　第２回社債型種類株式　１００株　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　第３回社債型種類株式　１００株　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　第４回社債型種類株式　１００株　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　第５回社債型種類株式　１００株　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃発行可能株式総数│　４億株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１６億株　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　１月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　１月　４日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┼─────────────┨ 
┃発行済株式の総数│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　２月２５日変更┃ 
┃並びに種類及び数│　　　１億２３０２万８３２０株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　２月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　１月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４億９２１１万３２８０株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　１月　４日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┼─────────────┨ 
┃資本金の額　　　│　金８１１億２９２２万３３００円　　　　　　　│令和　２年　２月２５日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　２月２５日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃発行可能種類株式│　普通株式　　　　　　　　　１６億株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃総数及び発行する│　第１回社債型種類株式　２０００万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃各種類の株式の内│　第２回社債型種類株式　２０００万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃容　　　　　　　│　第３回社債型種類株式　２０００万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　第４回社債型種類株式　２０００万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　第５回社債型種類株式　２０００万株第１回社債型種類株式ないし第５回社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　型種類株式を以下「社債型種類株式」と総称し、第１回社債型種類株式ないし　┃ 
┃　　　　　　　　│　第５回社債型種類株式のうちいずれか一つの種類の株式を意味する場合には、　┃ 
┃　　　　　　　　│　「各社債型種類株式」という。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［自己の社債型種類株式の取得に際しての売主追加請求権の排除］当会社が株　┃ 
┃　　　　　　　　│　主総会の決議によって特定の社債型種類株式を有する株主（以下「社債型種類　┃ 
┃　　　　　　　　│　株主」という。）との合意により当該社債型種類株主の有する社債型種類株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　の全部または一部を取得する旨を決定し、会社法第１５７条第１項各号に掲げ　┃ 
┃　　　　　　　　│　る事項を当該社債型種類株主に通知する旨を決定する場合には、同法第１６０　┃ 
┃　　　　　　　　│　条第２項および第３項の規定を適用しないものとする。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［社債型種類株式優先配当金］１　当会社は、当会社定款第５７条に基づき３　┃ 
┃　　　　　　　　│　月３１日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該配当の基準日の最終　┃ 
┃　　　　　　　　│　の株主名簿に記載または記録された社債型種類株主または社債型種類株式の登　┃ 
┃　　　　　　　　│　録株式質権者（以下、社債型種類株主と併せて「社債型種類株主等」と総称す　┃ 
┃　　　　　　　　│　る。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）および普　┃ 
┃　　　　　　　　│　通株式の登録株式質権者（以下、普通株主と併せて「普通株主等」と総称する。┃ 
┃　　　　　　　　│　）に先立ち、各社債型種類株式１株につき、次に定める額の金銭（以下「社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　型種類株式優先配当金」という。）を支払う。ただし、当該配当の基準日の属　┃ 
┃　　　　　　　　│　する事業年度に次条に定める社債型種類株式優先期中配当金を支払ったときは、┃ 
┃　　　　　　　　│　その合計額を控除した額とする。当該社債型種類株式の１株当たりの発行価格　┃ 
┃　　　　　　　　│　（以下に定義する。）相当額に、当該社債型種類株式の発行に先立って取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　会の決議により定める配当年率（１０パーセントを上限とする。以下「本配当　┃ 
┃　　　　　　　　│　年率」という。）を乗じて算出した額（ただし、小数部分が生じる場合、当該　┃ 
┃　　　　　　　　│　小数部分については、当該社債型種類株式の発行に先立って取締役会の決議に　┃ 
┃　　　　　　　　│　より定める。）「発行価格」とは、当該社債型種類株式の募集に際して、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　発行前に決定される、当会社に対して払い込まれる１株当たりの金額（当該社　┃ 
┃　　　　　　　　│　債型種類株式の買取引受けによる募集が行われる場合には、当該社債型種類株　┃ 
┃　　　　　　　　│　式の対価として投資家が支払う１株当たりの金額）をいう。２　ある事業年度　┃ 
┃　　　　　　　　│　に属する日を基準日として、社債型種類株主等に対して行う各社債型種類株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　１株当たりの金銭による剰余金の配当の額が当該事業年度に係る当該社債型種　┃ 
┃　　　　　　　　│　類株式の社債型種類株式優先配当金の額に達しないとき（以下、当該事業年度　┃ 
┃　　　　　　　　│　を「不足事業年度」という。）は、その不足額について、本配当年率を基準と　┃ 
┃　　　　　　　　│　して当該社債型種類株式の発行に先立って取締役会の決議により定める算定方　┃ 
┃　　　　　　　　│　法による単利計算により翌事業年度以降に累積する（以下、累積した不足額を　┃ 
┃　　　　　　　　│　「社債型種類株式累積未払配当金」という。）。社債型種類株式累積未払配当　┃ 
┃　　　　　　　　│　金については、前項または次条に定める剰余金の配当に先立ち、社債型種類株　┃ 
┃　　　　　　　　│　式１株につき社債型種類株式累積未払配当金の額に達するまで、社債型種類株　┃ 
┃　　　　　　　　│　主等に対し、金銭による剰余金の配当を行う。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３　社債型種類株主等に対しては、社債型種類株式優先配当金の額および社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　型種類株式累積未払配当金の額の合計額を超えて剰余金の配当を行わない。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［社債型種類株式優先期中配当金］当会社は、当会社定款第５８条その他会社　┃ 
┃　　　　　　　　│　法第４５３条に基づき３月３１日以外の日を基準日（以下「期中配当基準日」　┃ 
┃　　　　　　　　│　という。）として剰余金の配当を行うときは、当該配当の期中配当基準日の最　┃ 
┃　　　　　　　　│　終の株主名簿に記載または記録された社債型種類株主等に対し、普通株主等に　┃ 
┃　　　　　　　　│　先立ち、各社債型種類株式１株につき、各社債型種類株式の発行に先立って取　┃ 
┃　　　　　　　　│　締役会の決議により定める算定方法により決定される額の金銭（以下「社債型　┃ 
┃　　　　　　　　│　種類株式優先期中配当金」という。）を支払う。ただし、ある事業年度に期中　┃ 
┃　　　　　　　　│　配当基準日が属する社債型種類株式優先期中配当金の合計額は、当該事業年度　┃ 
┃　　　　　　　　│　にその配当の基準日が属する社債型種類株式優先配当金の額を超えないものと　┃ 
┃　　　　　　　　│　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［残余財産の分配］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１　当会社は、残余財産を分配するときは、社債型種類株主等に対し、普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　主等に先立ち、各社債型種類株式１株につき、次に定める額の金銭を支払う。　┃ 
┃　　　　　　　　│　当該社債型種類株式の１株当たりの発行価格相当額に、当該社債型種類株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　社債型種類株式累積未払配当金の額および残余財産の分配が行われる日の属す　┃ 
┃　　　　　　　　│　る事業年度の初日から当該分配が行われる日までの期間に係る社債型種類株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　優先配当金相当額を加えた額として、各社債型種類株式の発行に先立って取締　┃ 
┃　　　　　　　　│　役会の決議により定める算定方法により算出される額　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２　社債型種類株主等に対しては、前項のほか、残余財産の分配を行わない。　┃ 
┃　　　　　　　　│　［議決権］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　社債型種類株主は、すべての事項につき株主総会において議決権を行使するこ　┃ 
┃　　　　　　　　│　とができない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［金銭を対価とする取得条項］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　当会社は、社債型種類株式について、各社債型種類株式の発行に先立って取締　┃ 
┃　　　　　　　　│　役会の決議により定める事由が生じた場合に、取締役会の決議により別に定め　┃ 
┃　　　　　　　　│　る日が到来したときは、当該社債型種類株式の全部または一部を取得すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　ができる。この場合、当会社は、当該社債型種類株式を取得するのと引換えに、┃ 
┃　　　　　　　　│　社債型種類株主に対し、社債型種類株式１株につき、当該社債型種類株式の１　┃ 
┃　　　　　　　　│　株当たりの発行価格相当額に、当該社債型種類株式の社債型種類株式累積未払　┃ 
┃　　　　　　　　│　配当金の額および当該取得の日の属する事業年度の初日から当該取得の日まで　┃ 
┃　　　　　　　　│　の期間に係る社債型種類株式優先配当金相当額を加えた額として、各社債型種　┃ 
┃　　　　　　　　│　類株式の発行に先立って取締役会の決議により定める算定方法により算出され　┃ 
┃　　　　　　　　│　る額の金銭を交付する。社債型種類株式の一部を取得するときは、取締役会が　┃ 
┃　　　　　　　　│　定める合理的な方法によって、社債型種類株主から取得すべき当該社債型種類　┃ 



┃　　　　　　　　│　株式を決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［優先順位］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各社債型種類株式の社債型種類株式優先配当金、社債型種類株式優先期中配当　┃ 
┃　　　　　　　　│　金および残余財産の支払順位は、同順位とする。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　［種類株主総会］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１　当会社が、会社法第３２２条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法　┃ 
┃　　　　　　　　│　令に別段の定めがある場合を除き、各社債型種類株主を構成員とする種類株主　┃ 
┃　　　　　　　　│　総会の決議を要しない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２　当会社が以下に掲げる行為をする場合において、社債型種類株主に損害を　┃ 
┃　　　　　　　　│　及ぼすおそれがあるときは、当会社の株主総会の決議または取締役会の決議に　┃ 
┃　　　　　　　　│　加え、社債型種類株主を構成員とする種類株主総会の決議がなければ、その効　┃ 
┃　　　　　　　　│　力を生じない。ただし、当該種類株主総会において議決権を行使することがで　┃ 
┃　　　　　　　　│　きる社債型種類株主が存しない場合は、この限りではない。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（１）当会社が消滅会社となる合併または当会社が完全子会社となる株式交換　┃ 
┃　　　　　　　　│　もしくは株式移転（当会社の単独による株式移転を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　（２）当会社の特別支配株主による当会社の他の株主に対する株式売渡請求に　┃ 
┃　　　　　　　　│　係る当会社の取締役会による承認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　６月２４日変更　　令和　６年　７月　５日登記┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃株主名簿管理人の│　東京都千代田区丸の内一丁目３番３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃氏名又は名称及び│　みずほ信託銀行株式会社　本店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃住所並びに営業所│　　　　　　　　　令和　３年１１月２２日変更　　令和　３年１１月２２日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃役員に関する事項│　取締役　　　　　丹　波　俊　人　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　田　俊　一　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　田　俊　一　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　田　俊　一　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　田　俊　一　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　野　　上　　誠　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　　田　政　雄　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　　田　政　雄　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　　田　政　雄　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　６月２４日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　檜　垣　幸　人　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　中　村　明　雄　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　中　村　明　雄　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　中　村　明　雄　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　中　村　明　雄　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　３月３１日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　４月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　野　敏　雄　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　野　敏　雄　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　野　敏　雄　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　浅　野　敏　雄　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　岡　田　明　彦　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　岡　田　明　彦　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　岡　田　明　彦　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　岡　田　明　彦　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　大　串　桂　一　郎　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　髙橋美穂（田中美穂）　　　　│令和　３年　６月２８日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　髙橋美穂（田中美穂）　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　髙橋美穂（田中美穂）　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　髙橋美穂（田中美穂）　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　平　崎　達　也　　　　　　　│令和　３年　６月２８日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　平　崎　達　也　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　平　崎　達　也　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　平　崎　達　也　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　沼　　上　　幹　　　　　　　│令和　４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　沼　　上　　幹　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　沼　　上　　幹　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　佐　　藤　　浩　　　　　　　│令和　４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　佐　　藤　　浩　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　佐　　藤　　浩　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　北　村　登　志　夫　　　　　│令和　４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 



┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　北　村　登　志　夫　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　６月２４日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　原　真　帆　子　　　　　　　│令和　４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　原　真　帆　子　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　原　真　帆　子　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　小　笠　原　浩　　　　　　　│令和　６年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　藤　原　弘　治　　　　　　　│令和　６年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　千葉県柏市大津ケ丘二丁目２６番２　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　浅　田　俊　一　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都品川区小山三丁目１５番２－２６０３号　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　野　　上　　誠　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　３月３１日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　４月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　川崎市高津区蟹ケ谷４４番地４８　　　　　　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　川崎市高津区蟹ケ谷４４番地４８　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　川崎市高津区蟹ケ谷４４番地４８　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　川崎市高津区蟹ケ谷４４番地４８　　　　　　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　雪　矢　正　隆　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都文京区小石川一丁目９番１４－１９０９　│令和　４年　４月　１日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　４年　４月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都文京区小石川一丁目９番１４－１９０９　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都文京区小石川一丁目９番１４－１９０９　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都文京区小石川一丁目９番１４－１９０９　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　馬　場　高　一　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　３月３１日辞任┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　４月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都港区　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　４月　１日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　藤　原　弘　治　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　４月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　岡　　田　　太　　　　　　　│令和　２年　６月２２日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　７月　３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　６月２４日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　池　田　裕　一　郎　　　　　│平成３０年　６月２５日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成３０年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　藤　枝　昌　雄　　　　　　　│平成３０年　６月２５日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成３０年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　藤　枝　昌　雄　　　　　　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　天　本　勝　也　　　　　　　│令和　１年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　１年　７月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　天　本　勝　也　　　　　　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　野　村　吉　夫　　　　　　　│令和　４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　森﨑真衣子（千原真衣子）　　│令和　６年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　有限責任監査法人トーマツ　　│令和　３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　有限責任監査法人トーマツ　　│令和　４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　７月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　有限責任監査法人トーマツ　　│令和　５年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　有限責任監査法人トーマツ　　│令和　６年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　７月　５日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃非業務執行取締役│　当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役および社外監査　┃ 
┃等の会社に対する│　役との間に、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する　┃ 
┃責任の制限に関す│　ことができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定す　┃ 
┃る規定　　　　　│　る額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃支　店　　　　　│　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　大阪市中央区本町三丁目５番７号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　名古屋市中区栄二丁目１番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　横浜市西区北幸二丁目８番４号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 



┃　　　　　　　　│　４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　兵庫県神戸市中央区三宮町二丁目５番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　９月３０日廃止┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年１０月１５日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都台東区台東二丁目２７番５号　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年１０月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　３月３１日廃止┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年１０月１０日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　札幌市中央区大通西七丁目３番１　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年１０月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区神田練塀町３番地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　仙台市青葉区一番町三丁目１番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　さいたま市大宮区錦町６８２番地２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　静岡市葵区追手町８番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　９月３０日廃止┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　石川県金沢市本町二丁目１１番７号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　京都市中京区烏丸通押小路上ル秋野々町５３５　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　番地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　９月３０日廃止┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年１０月　７日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　岡山市北区中山下一丁目９番１号　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年１０月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　９月３０日廃止┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年１０月１０日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　広島市中区東白島町１４番１５号　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年１０月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　広島市中区紙屋町一丁目２番２２号　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２６年　５月１９日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　福岡市博多区博多駅東二丁目５番１号　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２６年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　５月　８日設置┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区大手町二丁目６番４号　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　５月１５日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃新株予約権　　　│第１回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１１３７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１０１６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２５年　４月３０日変更　　平成２５年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　９４３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　４月３０日変更　　平成２６年　５月　１日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　９２５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　６月３０日変更　　平成２６年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　９０６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７９２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７４９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７０７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６８１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６２７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６０８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４８９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２４５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１１万３７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１０万１６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２５年　４月３０日変更　　平成２５年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万４３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 



┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　４月３０日変更　　平成２６年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万２５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　６月３０日変更　　平成２６年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万９２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 



┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万４９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万２７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万８９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 



┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万４５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万８０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された新株予約権者に通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　但し、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができなかった　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合には、以後速やかに通知又は公告する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 



┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権の払込金額は、以下のブラック・ショールズモデルに　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　より以下の②から⑦の基礎数値に基づき算定した１株当たりのオプシ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ョン価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　Ｃ＝ＳｅＮ（）－ＸｅＮ（）　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ｌｎ─＋ｒ－λ＋─Ｔ　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　Ｘ　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝──────────────　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝－σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①１株当たりのオプション価格（Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②株価（Ｓ）：平成２４年１０月１５日の東京証券取引所における当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　社普通株式の普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　値段）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③行使価額（Ｘ）：１円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④予想残存期間（Ｔ）：４．１年　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤ボラティリティ（σ）：４．１年（平成２０年９月２２日から平成　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　２４年１０月１５日まで）の各取引日における当社普通株式の普通　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取引の終値に基づき算出した株価変動率　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑥無リスクの利子率（ｒ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の利子率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑦配当利回り（λ）：１株当たりの配当金（平成２５年３月期の予想　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　配当金）÷上記②に定める株価　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑧標準正規分布の累積分布関数（Ｎ（・））　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２４年１０月１６日から平成５４年１０月１５日まで（但し、行使期　┃ 
┃　　　　　　　　│　　間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役及び執行役員のいずれの地位も喪失したその翌日から１０日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括してのみ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）前項のほか、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結す　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　る「新株予約権割当契約書」に定める事由が発生したときには、取締　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　役会決議により当社が無償で取得することができるものとする。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２４年１０月１５日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２４年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第２回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５９３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５５２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　４月３０日変更　　平成２６年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５４２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　６月３０日変更　　平成２６年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５３２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４６８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４３２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３９９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３８５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３５５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３４２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２７７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２６７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１３４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万９３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万５２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 



┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　４月３０日変更　　平成２６年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万４２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２６年　６月３０日変更　　平成２６年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万６８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万９９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万８５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万５５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 



┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万４２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万７７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万６７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１万３４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 



┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万３６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権の払込金額は、以下のブラック・ショールズモデルに　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　より以下の②から⑦の基礎数値に基づき算定した１株当たりのオプシ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ョン価格に付与株式数を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　Ｃ＝ＳｅＮ（）－ＸｅＮ（）　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ｌｎ─＋ｒ－λ＋─Ｔ　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　Ｘ　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝──────────────　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝－σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①１株当たりのオプション価格（Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②株価（Ｓ）：平成２５年９月２４日の東京証券取引所における当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　普通株式の普通取引の終値（終値がない場合は、翌取引日の基準値　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　段）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③行使価額（Ｘ）：１円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④予想残存期間（Ｔ）：３．６年　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤ボラティリティ（σ）：３．６年（平成２２年３月１日から平成２　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　５年９月２４日まで）の各取引日における当社普通株式の普通取引　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の終値に基づき算出した株価変動率　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑥無リスクの利子率（ｒ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の利子率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑦配当利回り（λ）：１株当たりの配当金（平成２６年３月期の予想　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　配当金）÷上記②に定める株価　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑧標準正規分布の累積分布関数（Ｎ（・））　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２５年９月２５日から平成５５年９月２４日まで（但し、行使期間の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役及び執行役員のいずれの地位も喪失したその翌日から１０日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括してのみ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年　９月２４日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２５年１０月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第３回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７６０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７４５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６８７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６３２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６２８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　９月　６日変更　　平成２８年　９月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５７８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５５８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５１３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５０９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　８月３１日変更　　平成３０年　９月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５０５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４８３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３７８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３６０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３４１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１８６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万６０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万４５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　４月３０日変更　　平成２７年　５月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２７年　７月　２日変更　　平成２７年　７月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 



┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万２８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　９月　６日変更　　平成２８年　９月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万７８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万５８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万１３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 



┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　８月３１日変更　　平成３０年　９月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万８３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 



┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万７８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万６０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万４１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１万８６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 



┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万４４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり２７万１６００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２６年９月３０日から平成５６年９月２９日まで（但し、行使期間の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位も喪失したその翌日から　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　１０日（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を最終日とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　してのみ行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２６年　９月２９日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２６年１０月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第４回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７４６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６８８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６４１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６２０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５７０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５６６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　８月３１日変更　　平成３０年　９月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５６２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５３７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５２１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５１７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年１０月３１日変更　　令和　２年　１月２２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４８９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４７６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３７５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３６０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３２９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１９２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万４６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２８年　４月３０日変更　　平成２８年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万４１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万２０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万７０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 



┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万６６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　８月３１日変更　　平成３０年　９月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万６２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万３７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万２１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万１７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年１０月３１日変更　　令和　２年　１月２２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万８９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万７６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万７５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万６０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万２９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１万９２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 



┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万６８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり３８万５００円　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２７年１０月２７日から平成５７年１０月２６日まで（但し、行使期　┃ 
┃　　　　　　　　│　　間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位も喪失したその翌日から　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　１０日（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を最終日とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　してのみ行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２７年１０月２６日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２７年１１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第５回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　８２７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７７８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７５６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７０９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７０６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６７３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６４９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６４５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年１０月３１日変更　　令和　２年　１月２２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６０８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５９３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４６４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４３８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　３９３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　２４３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　２２５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　８万２７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万７８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 



┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　４月３０日変更　　平成２９年　５月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万５６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成２９年　７月３１日変更　　平成２９年　８月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 



┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　２月２８日変更　　平成３１年　３月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万７３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万４９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万４５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年１０月３１日変更　　令和　２年　１月２２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 



┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万９３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万６４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万３８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万９３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 



┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万４３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万２５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 



┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり３４万６００円　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２８年９月２２日から平成５８年９月２１日まで（但し、行使期間の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位も喪失したその翌日から　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　１０日（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を最終日とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　してのみ行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　申し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　又は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　分を受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　損したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　約権の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　得について当社の承認を要することについての定めを設ける定款　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　の取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　についての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２８年　９月２１日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２８年　９月２６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第６回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７５７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７１８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　６６６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６３９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５８５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５７０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４５７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４３２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３６６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２４２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２２６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２１９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万５７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万１８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３０年　４月３０日変更　　平成３０年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万６６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万３９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万８５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　５万７０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万５７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　３万６６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万４２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２万２６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　８万７６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり４５万６７００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成２９年９月２８日から平成５９年９月２７日まで（但し、行使期間の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位も喪失したその翌日から　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　１０日（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を最終日とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　してのみ行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年　９月２７日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成２９年１０月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第７回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９５３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９０９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　８８８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　８４１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　８２８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７２９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７０９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６３８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４２９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４１５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３９６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万５３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成３１年　４月３０日変更　　令和　１年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　８万８８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　１年　５月３１日変更　　令和　１年　６月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　８万４１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 



┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　８万２８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万２９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万３８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万２９００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　４万１５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１６万６０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１５万８４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり５３万６９００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　平成３０年８月２２日から平成６０年８月２１日まで（但し、行使期間の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員及び従業員のいずれの地位も喪失したその翌日から　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　１０日（但し、１０日目が当社の休日にあたるときは、その前営業日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を最終日とする。）を経過するまでの間に限り、本新株予約権を一括　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　してのみ行使することができるものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成３０年　８月２１日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成３０年　９月　３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第８回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１４００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１３１６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１２９５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１１４０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１１２１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　６月３０日変更　　令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１０７７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　９４４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７０６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６７８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１４万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１３万１６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　４月３０日変更　　令和　２年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１２万９５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　２年　５月３１日変更　　令和　２年　６月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１１万４０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１１万２１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　６月３０日変更　　令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　１０万７７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万４４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万３１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２８万２４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２７万１２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり４８万５５００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。ただし、これら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の報酬請求権の付与は、割当予定者が当社との「新株予約権割当契約」┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を締結することを条件とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　令和１年９月２７日から令和３１年９月２６日まで（但し、行使期間の最　┃ 
┃　　　　　　　　│　　終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　１年　９月２６日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　１年１０月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第９回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９１２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７９７個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７８２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　６月３０日変更　　令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７５５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６８４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６３３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６１６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５８３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　９万１２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万９７００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　４月３０日変更　　令和　３年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万８２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　６月３０日変更　　令和　３年　７月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万５５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　３年　７月３１日変更　　令和　３年　８月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万８４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 



┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万３３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万１６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２４万６４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２３万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり５１万９３００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。ただし、これら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の報酬請求権の付与は、割当予定者が当社との「新株予約権割当契約」┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を締結することを条件とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　令和２年８月２５日から令和３２年８月２４日まで（但し、行使期間の最　┃ 
┃　　　　　　　　│　　終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　８月２４日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　２年　９月　２日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第１０回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７６５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７１５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６３２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　６１８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５８５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万６５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　７万１５００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　４月３０日変更　　令和　４年　５月１２日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万３２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 



┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　４年　７月３１日変更　　令和　４年　８月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　６万１８００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２４万７２００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当社普通株式　２３万４０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　）は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ち行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（基準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　効力発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以　┃ 
┃　　　　　　　　│　　降、当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準　┃ 
┃　　　　　　　　│　　じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必　┃ 



┃　　　　　　　　│　　要と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり５３万３１００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。ただし、これら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の報酬請求権の付与は、割当予定者が当社との「新株予約権割当契約」┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を締結することを条件とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　令和３年８月２５日から令和３３年８月２４日まで（但し、行使期間の最　┃ 
┃　　　　　　　　│　　終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　８月２４日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　３年　９月　１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第１１回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９０３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８７４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　８２９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　９万３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　８万７４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　５年　４月３０日変更　　令和　５年　５月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　３４万９６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　３３万１６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり４４万１８００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。ただし、これら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の報酬請求権の付与は、割当予定者が当社との「新株予約権割当契約」┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を締結することを条件とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　令和４年８月２４日から令和３４年８月２３日まで（但し、行使期間の最終　┃ 
┃　　　　　　　　│　　日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。但し、諸般の事情を考慮の上、取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　会が特例として認めた場合はこの限りでなく、その詳細は割当契約に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　別途定める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が無償で取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　８月２３日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　４年　９月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第１２回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５４６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５０４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　５万４６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式１００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　２１万８４００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　１月　１日変更　　令和　６年　１月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　２０万１６００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 



┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　令和　６年　４月３０日変更　　令和　６年　５月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり４８万２２００円　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　令和５年８月２９日から令和３５年８月２８日まで（但し、行使期間の最終　┃ 
┃　　　　　　　　│　　日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については当社が無償で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　８月２８日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　５年　９月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　第１３回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式　２９万２０００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権１個当たりの目的たる株式数（以下「付与株式数」という。）┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、当社普通株式４００株とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、当社が株式の分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　分割の記載につき同じ。）又は株式の併合を行う場合、本新株予約権のうち　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使されていないものについては、次の算式により付与株式数を調整する。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式の分割・株式の併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日を定めないときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発生日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して資本金又は準備　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基　┃ 
┃　　　　　　　　│　　準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の翌日以降、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　式数を適切に調整することができる。また、上記のほか、割当日後、株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　と認める付与株式数の調整を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）各本新株予約権１個当たり５５万８００円　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）本新株予約権の割当てを受ける者は、会社法第２４６条第２項の規定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に基づき、金銭の払い込みに代えて当社に対して有する報酬債権をも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　って相殺するものとする。当社子会社の取締役及び執行役員について　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、当該子会社より当該払込額に相当する額の報酬請求権を付与し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が当該子会社から当該報酬請求権にかかる支払債務を引き受けた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　うえで当該報酬請求権をもって相殺するものとする。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を１円とし、これに付与株式数を乗じて得た金額とする。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　令和６年８月２８日から令和３６年８月２７日まで（但し、行使期間の最終　┃ 
┃　　　　　　　　│　　日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）本新株予約権を行使することができる期間内において、当社の取締役、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　監査役、執行役員、従業員及び当社子会社の取締役、執行役員のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　れの地位も喪失したその翌日から１０日（但し、１０日目が当社の休　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）上記（１）にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　き、当社株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日から３０日に限り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権を行使できるものとする。但し、組織再編行為に伴う新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　新株予約権が交付される場合を除くものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）上記（１）にかかわらず、新株予約権者が当社子会社の取締役又は執　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行役員であった場合（当社取締役と兼務している場合を除く。）で、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　当該会社が当社子会社ではなくなった場合（組織再編行為や株式譲渡　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　による場合を含むがこれに限らない。）は、当該会社が当社子会社で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　はなくなった日の翌日から３０日（但し、３０日目が当社の休日にあ　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　たるときは、その前営業日を最終日とする。）を経過するまでの間に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　限り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）新株予約権者は、次の各号に掲げる場合には、本新株予約権を行使で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　きない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①禁固以上の刑に処せられた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②所定の書面により、本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　し入れた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③破産の申立てを受けた場合、若しくは自らこれを申立てた場合、又　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は差押、仮差押、保全処分、仮処分の申立て、若しくは滞納処分を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　受けた場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④在任中の故意・過失により当社に損害を与え、若しくは信用を毀損　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　したと当社取締役会が認めた場合で、当社取締役会が本新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の権利の全部又は一部を行使させないことを決議した場合。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（５）本新株予約権の割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権者の相続人のうち一人に限り、本新株予約権を承継すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ができる（以下、新株予約権の割当てを受けた新株予約権者から本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権を承継した相続人を「権利承継者」という。）。権利承継者　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　は、上記（１）にかかわらず、新株予約権者の死亡日の３年後に応答　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　する日又は行使期間の終了の日のいずれか早い日（但し、当該日が当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。）までに限　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　り、承継した本新株予約権を一括してのみ行使することができるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（６）権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続人は本新株予約権をさ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　らに承継することはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　次の各号に掲げる事項が株主総会（株主総会の承認を要しない場合は取締役　┃ 
┃　　　　　　　　│　　会）で承認されたときには、未行使の本新株予約権については当社が無償で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　取得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　更承認の議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　取得について当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式につ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ての定めを設ける定款の変更承認の議案　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　８月２７日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│令和　６年　９月　９日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃吸収合併　　　　│　令和５年４月１日東京都台東区台東二丁目２７番５号ＴＣビジネスサービス株　┃ 
┃　　　　　　　　│　式会社を合併　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　５年　４月　３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　令和５年４月１日東京都千代田区外神田四丁目１４番１号ＴＣビジネス・エキ　┃ 
┃　　　　　　　　│　スパーツ株式会社を合併　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　５年　４月　３日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃取締役会設置会社│　取締役会設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃に関する事項　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃監査役設置会社に│　監査役設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃関する事項　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃監査役会設置会社│　監査役会設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃に関する事項　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃会計監査人設置会│　会計監査人設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃社に関する事項　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃登記記録に関する│　平成２４年６月２１日東京都港区浜松町二丁目４番１号から本店移転　　　　　┃ 
┃事項　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２４年　６月２６日登記┃ 
┗━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 
　＊下線のあるものは抹消事項であることを示す。


